




Verification and Prospect of "Community based Learning " 



















                                                   







































                                                   
と『地域協働型教育』―福知山公立大学を例に」『福知山公立大学研究紀要』3 巻 1 号, 2019.3, pp.187-245.及び
矢口芳生「地域経営学の役割と意義」『福知山公立大学研究紀要別冊』1 号, 2018.3, pp.169-185.を参照。 
2 「教育方針」福知山公立大学ウェブサイト〈http://www.fukuchiyama.ac.jp/faculty/policy/〉2019.8.2.閲覧。 
3 「教育方針」福知山公立大学ウェブサイト〈http://www.fukuchiyama.ac.jp/faculty/policy/〉2019.8.2.閲覧。 
4 「我が国の高等教育の将来像（答申）」（平成 17 年 1 月 28 日中央教育審議会）文部科学省ウェブサイト
〈http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/05013101.htm〉2019.11.18.閲覧。「答申」の






















旧 3 町（三和町、夜久野町、大江町）及び 3 町の地域協議会を演習先・教育の場とする初年次教育、
1 年次の「地域経営演習」を主な素材とした。本稿では、筆者が担当した地域・三和町を対象とした。 
本学は、福知山市（2006 年合併）の三和町、夜久野町、大江町の地域協議会6と次のような包括協








福知山市の要請で丹波みわ活性化協議会7に関わることになったこともあり（2016 年 10 月 24 日よ
り）、三和町を 2017 年度から約 3 年にわたり 1 年次生の「地域経営演習」先・教育の場とした。 
                                                   
5 矢口芳生「地域経営学の役割と意義」『福知山公立大学研究紀要別冊』1 号, 2018.3, pp.169-185. 
6 旧 3 町にある地域協議会は、2006 年 1 月に 3 町合併に伴い、新たに地域コミュニティとして設立された住民
自治組織（2013 年～2015 年に設立）。権限をもって独自の事業ができるような予算（１千万円程度）はない。 
































村、細見村の 3 村が 1955 年（昭和 30 年）に合併して三
和村になり、翌年に町制施行で三和町となった。そして、2006 年（平成 18 年）、大江町・夜久野町
とともに福知山市に編入合併され、現在の福知山市三和町となった8。旧村から三和村になるまでの














、寺尾、草山、芦渕、梅原の 9 集落によりなる。 




























うだ。          
森林は、クヌギ・コナラ・クリ等の広葉樹、アカマツ林等のほかに、スギ・ヒノキ等の植林や人の
手が入った里山林が広がっている。森もしくはこの延長線上には巨木・古木もある。たとえば、大原
神社のスギ（周囲 660 ㎝・高さ 25m）、西松天満神社のスギ（482 ㎝・36m）、梅田神社のイチョウ



























たもので、友渕や加用では波状の褶曲をみることができる。また、菟原下には 2 億 5000 万年前の P/T
境界（チャートの上に泥岩が堆積した境界）をみることができる。これは日本でも 10 例ほどしかな
い貴重な地層で、地球生物史上最大の事件（噴火を契機とした海水酸欠による生物の大量絶滅）によ
                                                   
9 『三和町史』のほかに、福知山市天然記念物等総合調査実行委員会『福知山市の自然遺産―伝えたいふるさと
の自然』福知山市教育委員会, 2014; 『三和町農村環境計画』三和町, 2005. 等を参照。 
10 三和町史編さん委員会編『三和町史』（上巻）三和町, 1995, pp.832. 






























最初に人口動態を概観する。三和町 90.53 ㎢に、2017 年 8 月現在（福知山市住民基本台帳）の人
口は 3,418 人、1,713 世帯が暮らしている。ちなみに 2019 年 3 月には 3,259 人、1,660 世帯に減少
している。年齢階層別人口をみると、図 2 のとおり（2017 年 8 月現在）、福知山市全体でも三和町に
おいても 20 歳以下の人口割合が低く、65 歳以上の人口割合が高い。図 2 には、三和町のなかでも高
                                                   
12 西村正芳「新ふるさとのルーツ拝見⑰～㉔『京街道と細野峠』（１）～（９）」『NPO 法人丹波みわ』2008 年
1 月号～8 月号, No.49-56. 
13 『三和町農村環境計画』三和町, 2005, pp.95, 99, 103. 







高齢化率（65 歳以上の割合）についてみると（2019 年 8 月現在）、三和町全体で 43.7％（福知山
市 29.2％）、菟原地区 45.5％、細見地区 39.4％、川合地区 53.0％である。ちなみに高齢化率 55％を
超える集落は、西松 65.7％、草山 60.7％、大原 59.8％、友渕 58.2％、台頭 55.6％、上川合 55.0％で
ある。 
次に国勢調査に基づいて人口・世帯数を概観する。2015 年 10 月 1 日時点における三和町の人口・
世帯数は 3,424 人・1,353 世帯であり、1955 年 10 月 1 日時点の 44.6％・88.8％であり、世帯当たり
人口は 5.03 人から 2.53 人に減少した。人口そのものは 1950 年代以降一貫して減少し、これに歯止
めのかかる兆しはみられない。 













































































































































































































































































































































人、46.6％に減少）・世帯数（511 世帯→457 世帯、89.4％に減少）、細見地区は人口（3,046 人→1,675
人、55.0％）・世帯数（591 世帯→623 世帯、105.4％）、川合地区が人口（2,115 人→579 人、27.4％）・
世帯数（422 世帯→273 世帯、64.7％）という状況である。川合地区の減少は、人口・世帯数ともに
際立っている。 
さらに集落別にみると、唯一、千束が人口（425 人→547 人、128.7％）・世帯数（95 世帯→140 世
帯、147.4％）ともに増加している。その一方で、とりわけ次の集落は深刻な状況にある。 
川合地区の加用が人口（145 人→9 人、6.2％に減少）・世帯数（29 世帯→4 世帯、13.8％に減少）、
大原が人口（537 人→112 人、20.9％）・世帯数（106 世帯→55 世帯、51.9％）ともに急減し、加用
は消滅の危機にある。細見地区の田ノ谷が人口（158 人→15 人、9.5％）・世帯数（30 世帯→5 世帯、
16.7％）、西松が人口（207 人→38 人、18.4％）・世帯数（39 世帯→18 世帯、46.2％）ともに急減し、
田ノ谷が加用同様に消滅の可能性がある。 








次に小学校教育について概観する。1873～74 年（明治 6～7 年）にかけて三和町の旧村（1889 年
以前の旧村・現集落：寺尾・川合・大原・菟原・細見）に小学校が開設された。1886 年（明治 19 年）
の小学校令により、1889 年（明治 22 年）から菟原に本校 1、川合に本校 1・分校 2、細見に本校 1
に改められた。その後、学校制度は様々に改正・変更されるが、学区はほぼ 1889 年以降の旧村のま
ま、第二次世界大戦後も、そして小中学校の統廃合（2013 年まで 125 年間）まで続いた。15 
福知山市においては、2013 年から小中学校の統廃合が進む。福知山市の小学生は 1982 年前後をピ
ークに、また中学生は 1986 年前後をピークとして減少し続け、同様に三和町においても減少し続け
た。2015 年以降、三和町全体の小学生は 100 名前後、中学生は 50～60 名で推移し、小学校・中学
校ともに学校運営の危機にあった。 
こうしたことを背景に、小学校の統廃合が進んだ。川合地区は他より先行し、2015 年 4 月に川合
小学校を細見小学校へ統合した。そこで、三和地域協議会は 2016 年 5 月に「学校統合問題検討部会」
                                                   
15 三和町史編さん委員会編『三和町史』（下巻）三和町, 1996, pp.179-218, 379-393, 556-572, 666-679. 三和町
の小学校の歴史については、統廃合となった「小学校史」がある。たとえば、『菟原小学校閉校記念誌―学び思






2017 年 12 月、福知山市教育委員会が進める「小中学校再編計画」を受け入れることを決定し、市に
統廃合に伴う「要望書」を提出した17。 
2017 年 9 月、統合して１つになった小学校の校名を「三和小学校」とし、中学校は現行のとおり
「三和中学校」を使用するとともに、小中一貫教育校の愛称は公募することが確認された18。2018 年
2 月、名称が「三和学園」に決まった19。そして、2019 年 4 月、菟原小学校と細見小学校が統合し「三
和小学校」が開校すると同時に、三和小学校と三和中学校による小中一貫教育校「三和学園」が開園
した。 
2019 年 4 月現在の三和学園の生徒数は、計 128 名、学年別には 1 年生が 10 名、順次 10 名、13




の中心は農林業であった。1893 年（明治 26 年）の天田郡長巡視報告によると、「米作 7,521 石のう




















                                                   
16 『みわを元気に』（三和地域協議会ニュース）第 7 号, 2018.5.19; 第 9 号, 2018.9.15; 第 10 号, 2018.11.17. 
17 『みわを元気に』（三和地域協議会ニュース）第 11 号, 2017.1.12. 
18 「市立学校教育改革推進プログラム」福知山市教育委員会ウェブサイト
〈https://www.city.fukuchiyama.lg.jp/site/kyouiku/1432.html〉2019.10.25.閲覧。 
19 『みわを元気に』（三和地域協議会ニュース）第 18 号, 2017.3.15. 
20 三和町史編さん委員会編『三和町史』（下巻）三和町, 1996, pp.101-102. 
21 三和町史編さん委員会編『三和町史』（下巻）三和町, 1996, p.117. 
22 三和町史編さん委員会編『三和町史』（下巻）三和町, 1996, pp.523-524. 





1911 年（明治 44 年）に蚕業組合が発足した。川合村では、1901 年（明治 34 年）から蚕糸業小組に
補助して桑樹の増植を奨励し、同村岼
ゆり




とくにそうであった。「天田郡には明治 44 年 11 月当時、製糸工場が 20 工場（器械）あり、川合村の
大原には明治 33 年 8 月起業の小林製糸場があった。小林製糸工場は郡内では大体平均規模である。
…また、42 年 6 月起業の郡是製糸萩原分工場があった」25。郡是製糸萩原分工場は 104 人の女工を
かかえ、地域最大の勤め先であった。 
製糸業は第 2 次世界大戦後の 1950～60 年代まで盛んであったが、その中心企業である郡是製糸が
徐々に生産を縮小していった。1987 年（昭和 62 年）には生糸の生産を終了し、完全撤退した。これ
と対照的に、福知山市に長田野工業団地が造成されると、ここが工業の中心となっていった。 
長田野工業団地は、1974 年（昭和 49 年）に福知山市のほぼ中央に開発された国内有数の内陸型工
業団地である。2017 年度現在、41 社が立地し従業員数は約 6,395 名に達し（80％が福知山市、8％
が綾部市居住）、製造品出荷額は約 2830 億円に達する。全体面積 400.7ha、うち工業団地 342.0ha、
住宅団地 58.7ha である。そして、福知山市南部の三和町内には、72.1ha の長田野工業団地アネック
ス京都三和があり、11 社（従業員 226 人、出荷額 54 億円）が操業している。 
また、綾部市の中心地から北東約 4km の丘陵地には、綾部工業団地が 1989 年に開発され、最終的
には団地区域面積 136.4ha、工場用地面積 71.9ha で、工場就業者数 2,000 人（計画）、年間製造品出
荷額 1,000 億円（計画）の予定である。2017 年度の実績は、立地企業 20 社、従業員数 1,870 人、製









たとえば、1918 年（大正 7 年）当時の京都府の「木炭消費量 2000 万貫にたいし、生産量は 1000
                                                   
24 三和町史編さん委員会編『三和町史』（下巻）三和町, 1996, pp.119-132. このほかに、矢口芳生「京都丹波蚕
糸業の近現代史探訪」『平成 28 年度 京都府域の文化資源に関する共同研究会報告書（丹波編）』京都府立京都
学・歴彩館, 2017.9, pp.179-218; 矢口芳生「郡是と近代丹波の蚕糸業」京都学研究会編『京都学を学ぶ―文化資
源を発掘する（丹波編）』ナカニシヤ出版, 2018, pp.162-181. 等を参照。 






波物 10 貫が京都市中」において、1913 年（大正 2 年）に 1 円 30 銭であったものが、1918 年には 2
円 70 銭に値上がりし、「炭焼き人夫賃も 1 日 2 円位となっていた。のち、一時期天井知らずの暴騰と
なり、7 年（1918 年）11 月ごろには 1 俵 3 円 10 銭～30 銭まであがったが、あと下落した」。26 
大正年代後半には関東方面まで移出され、農家の冬期の主な副業・現金収入源となった。川合村で
は製炭研究会を設け、菟原では製炭会が設立される等、製炭技術の向上に努力した。こうして三和町
の木炭は高い評価を得て、品評会では 1 等・2 等の成績を修めるものがでた。昭和恐慌期（1930 年ご
ろ）には価格が暴落したが、その後持ち直し、料亭等で使われた「菟原の菊切炭」は名声を博し、細
見村では1943年に細見村製炭組合が民有製炭20万貫を達成して1等となり農林大臣表彰を受けた。




法（1947 年）のもとに農業共済組合が、農業委員会法（1951 年）のもとに農業委員会が設立された。 
戦後の食糧難、海外からの引揚者への生活支援等の緊急課題に応えるためには、開墾建設事業が不
可欠であった。1949 年 10 月、細見村は全国 6 カ所のひとつの「新農村建設指定村」となり、1950
年 6 月には、山林原野を中心に千束 60.34 町歩（ha）、梅原 26.96 町歩、計 83.3 町歩の開墾、土師川
から揚水しての水田開拓、そして地元増反者 100 人、入植者 17 人に及ぶ新農村の建設事業に着手し










こうしたなか 1961 年（昭和 36 年）に農業基本法が制定されるが、その理念に反して農林業は後
退の一途をたどる。圃場整備が進展するなか、労働力として若者を中心に村から都会に流出し、農業
                                                   
26 三和町史編さん委員会編『三和町史』（下巻）三和町, 1996, pp.350-351. 
27 三和町史編さん委員会編『三和町史』（下巻）三和町, 1996, pp.514-519. 
28 三和町史編さん委員会編『三和町史』（下巻）三和町, 1996, pp.628-642. 














































                                                   





















した。マヤの敷き草は堆肥となった。明治・大正期の田植えは 6 月上旬から、稲刈りが 10 月中旬か
ら始まり、今日よりも 1 ヵ月ほど遅い。 
上述のとおり、明治末から昭和の第二次大戦前後まで、畑の中心作物は桑＝養蚕であった。現在で
も母屋の 2 階が蚕室であった家屋が見受けられる。この時期は製糸業が盛んで、1896 年（明治 29 年）












                                                   
32 三和町史編さん委員会編『三和町史』（上巻）三和町, 1995, pp.618-619. 
33 三和町史編さん委員会編『三和町史』（上巻）三和町, 1995, pp.621-622. 
34 三和町史編さん委員会編『三和町史』（上巻）三和町, 1995, pp.636-640. 





















かある。古いものも含め三和町には主なものでも 18 社存在している36。 



































                                                   
36 三和町史編さん委員会編『三和町史』（上巻）三和町, 1995, pp.560-577. 























「農林業センサス」によれば、表 1 のとおり、2015 年の三和町の農家数は 474 戸で 10 年前（698
戸）の 67.9％に減少した。うち販売農家は 221 戸（うち主業農家が 14 戸）、自給的農家は 253 戸で
ある。販売農家を専兼別でみると、専業農家 28.5％、第 1 種兼業農家 8.1％、第 2 種兼業農家 63.4％













































2005 698 397 56.9 197 300 204 242 50
2010 616 88.3 305 76.8 49.5 258 131.0 261 87.0 175 85.8 200 82.6 65 130.0
2015 474 67.9 221 55.7 46.6 288 146.2 205 68.3 155 76.0 155 64.0 72 144.0
2005 224 125 55.8 78 97 64 77 16
2010 212 94.6 112 89.6 52.8 81 103.8 92 94.8 63 98.4 73 94.8 21 131.3
2015 174 77.7 94 75.2 54.0 84 107.7 79 81.4 59 92.2 63 81.8 20 125.0
2005 313 191 61.0 77 141 100 118 23
2010 259 82.7 134 70.2 51.7 125 162.3 117 83.0 79 79.0 92 78.0 34 147.8
2015 199 63.6 92 48.2 46.2 138 179.2 91 64.5 64 64.0 71 60.2 44 191.3
2005 161 81 50.3 42 62 40 47 11
2010 145 90.1 59 72.8 40.7 52 123.8 52 83.9 33 82.5 35 74.5 10 90.9























戸）の 1.5 倍の 288 戸に増加した。 
販売農家を年齢階層別割合にみると、40 歳未満 0.5％、40～49 歳 4.5％、50～59 歳 16.3％、60～
69 歳 34.4％、70 歳以上 44.3％で 60 歳以上が 78.7％と圧倒的であり、高齢化が進んでいる。そして、
ここ数年 70 歳以上の高齢者の農業離脱とそれに伴う耕作放棄が急速に増大している。 
三和町の耕作面積をみると、2015 年 182ha で 10 年前（248ha）の 73.4％となり、水田・畑・樹






耕作放棄地では、23ha から 44ha に倍増した細見地区が際立っており、反対に川合地区は減少し
ている。川合地区は上記の特徴も含め、後述するように、2002 年からの「農事組合法人かわい」の設
立運動に関係している。 
ところで、三和町には新規就農者が比較的多い。合併後の 2006 年度以降、例年三和町に 100 人前
後が三和町に転入しているが（転出も多い）、このうち明確に農業として転入したのが 8 名いる。2012
年度以降、新規就農助成金制度の農業次世代人材投資資金（経営開始型）の受給者数が福知山市全体
で 26 名いる。このうち 10 名が地元出身者、16 名が市外からの就農者である。16 名のうち 8 名が三
和町で農業を始めている。市外から新規に就農した水菜生産の成功者が三和町にいることが主な要因
である。 
成功者のひとりが「（株）八百丹」（2018 年 1 月、「三崎農園」から社名を変更）を立ち上げた三崎
要氏である。三崎氏は新規就農者の草分け的存在で、現在も新規就農者への農業技術指導や生活上の
様々な支援を行っている。 
現在、経営面積 3.0ha（所有地約 1ha）のうち、ハウス 54a（水菜・小松菜・チンゲン菜・ほうれ
ん草・トマト・イチゴ・メロン等）、栗 30a、露地栽培（紫ずきん 1ha、白菜 40a、ロマネスコ・キャ
ベツ等）等を作付けている。ほかに雑種地 50a がある。図 3 にみるとおり、圃場は事務所（本社）並
びに自宅（図 3 の左端）周辺に集約している。ハウスは事務所周辺に集約している（24 棟）。自宅周
辺の圃場は図 3 には示していないが、自宅の西側及び南側に露地野菜畑を集めている。労働力は、役
員 2 名、4 名の常雇い、4 名の臨時雇いである。 






























 組合員は任意加入、2019 年 8 月現在 48 名（世帯）でほとんどの農家が加入している。組合費は








































に対して、大身は個別に農家各々が栽培している。かつて 26 戸あったが現在は 11 戸に減少し、その
ぶどう農家は十分な管理ができない農家もでてきた。なかには地元石材会社の農業事業部がぶどう園









1980 年頃に行った圃場整備事業を契機に立ち上げた。当初は 85 戸ほどの組合員がいたが、現在は
80 戸にまで減少した。会費は 1 戸一律 1,000 円と面積割 1a100 円である。組合所有の主な機械は、









1993 年 8 月、稲作作業受託の組合として、出資金 1 口 1,000 円（最高限度 100 口）、法人化を目指
して発足した。構成集落は、細見川流域の辻、中出、田ノ谷、西松の 4 集落である。耕起・代かき・
田植え各 13ha、稲刈り 14ha、その他作業 20ha の受託作業、トラクター・コンバイン・田植え機等
の主要農業機械の所有、水菜栽培等を目指し、出資金は 100 万円を集めた。女性部もできた（13 名）。
オペレーターは 30 歳代 3 名、40 歳代 7 名、50 歳代 5 名、60～65 歳 7 名、70 歳代 3 名、計 25 名で
あり、若い担い手が発足当時はそろっていた。 
1995 年「農林業センサス」によれば、細見谷地区は農家数 151 戸、うち専業農家 41 戸第 1 種兼





戸、平均面積 45a で、農産物販売金額では 50 万円未満が 146 戸というように、小規模農業であった。
それでも、農家人口 336 人のうち 20～50 歳が 94 人（28％）、65 歳以上の高齢化率が 35％であった。 
しかし、高齢化の進行、乾燥機の老朽化等でライスセンターを廃し、委託見込みのない農家への出




 法人設立の歴史は 2002 年 7 月にさかのぼる。これ以前の川合地区の 6 集落それぞれは、個別完
結の営農を行う集落や集落営農を行う集落、共同機械利用組織をもつ集落、と様々に対応していた。
担い手不足と高齢化のなかで過剰投資を避けるため、2002 年 7 月、川合地域農場づくり協議会を発
足させ、「京都府新農場づくり事業」に取り組んだ。2004 年 4 月には、「中山間直接支払事業」で大
型機械を導入して受託作業を開始した。2006 年 4 月には、福知山市の「集落営農法人化推進事業」
を活用して法人化の協議に入った。そして、2009 年 1 月、川合地域農場づくり協議会の作業部会と
園芸部会を母体として、組合員 147 名で「農事組合法人かわい」を設立した。 
 発足当時（2009 年度実績）は、表 2 のとおり、水張面積 6.8ha を契約し、水稲 4.0ha、小豆 2.1ha、
その他 0.7ha という生産計画を立てた。農作業の受託は、畔塗り 5.4ha、耕耘 4.5ha、代かき 7.2ha、
田植 2.1ha、刈取 15.7ha、乾燥調製 43.9 トン、秋耕 1.6ha を受注した。売上総利益 409 万円、営業
利益は 146 万円の赤字、経常利益 88 万円の赤字であったが、特別利益 654 万円を含め税引前当期利




                                                   
42 「農事組合法人かわい通常総会議案書」による。 



















2009 401 278 679 611 720 632 1,569 1,207 597 5,336 7,037 12,341 4,090 -1,463 -875 4,996
2010 608 189 797 580 630 640 1,530 1,283 563 5,226 9,751 14,446 2,659 -4,246 -803 -11
2011 720 150 870 660 640 640 1,550 1,500 500 5,490 11,307 18,948 6,511 -362 1,475 1,986
2012 700 172 872 660 801 753 1,538 1,603 587 5,942 12,093 18,488 8,136 197 1,485 2,819
2013 795 148 943 559 587 724 1,473 1,351 580 5,274 11,190 18,624 4,954 -4,100 -2,520 -556
2014 1,050 200 1,250 556 829 840 1,487 1,422 760 5,894 12,373 19,879 3,437 -5,610 -4,007 -983
2015 919 346 1,265 550 840 850 1,430 1,421 600 5,691 12,256 20,954 3,792 -5,934 -4,655 5
2016 940 638 1,578 472 583 731 1,283 1,323 787 5,179 10,447 21,948 4,225 -7,363 -5,493 -2,227
2017 1,034 577 1,611 440 538 779 1,242 1,290 400 4,689 13,221 23,620 7,006 -5,555 -3,602 124




























きたが、営農組合として集落全体の管理作業は担えていない。3 戸の農家が現在 3ha 程度を請け負っ
ている。 
組合は農業補助金の受け皿の役割も担っている。2016 年度の受け入れ交付金は、中山間地域直接
支払交付金 2,362,963 円、多面的機能支払交付金（農地維持支払交付金43704,520 円、資源向上支払

























のひとつは「新農業構造改善事業」（1983 年 12 月～1988 年 3 月、2 億 2,661 万円）、もうひとつは
「土地改良総合整備事業」（1985 年 7 月～1990 年 3 月、1 億 4,600 万円）である。 
前者の事業は、区画整理（友渕集落）6.0ha（うち 2ha はぶどう）、集出荷施設（高杉集落）1 棟
60.431 平米、農産物加工施設（友渕・高杉）1 棟 308.540 平米、集落センター（高杉）1 棟 131.700
平米、を整備した。後者の事業は、友渕の組合員数が 38 人として、完成面積 9.4ha（従前地面積 10.9ha）






ら引き継ぐために設立されたのがこの生産組合である。任意加入で 10 人（うち 1 人は出作をもつ他
集落の人）が参加している。 




やか友渕交流会〉の相手である大阪友渕町自治会のメンバーに約 400kg（玄米 30kg10,500 円、白米
10kg4,400 円、白米 5kg2,300 円）を販売している。社会福祉法人「みわの里」には、360kg（白米 1
㎏ 330 円）を販売している。 
〈友渕すこやか米出荷組合〉 
2005 年、友渕の財産区から土地の無償提供を受け、社会福祉法人「みわの里」が設立された。無
償提供したのに伴い、2t の米を納めることになった。2019 年現在、すこやか米生産組合 1 団体とす
こやか米出荷組合 6 名が「みわの里」に出荷している。高齢化と担い手不足が指摘されている。 
〈すこやか友渕交流会〉 
三和町友渕集落有志と大阪友渕町の友渕小学校の PTA との交流（役員 20 数名で交流）が、地名が
同じ「友渕」ということで 1998 年から始まった。2007 年には、大阪の友渕町自治会（5,600 戸・2




農産物の販売も行っている。米は年間 400kg（玄米 30kg10,500 円、白米 10kg4,400 円、白米








自治会の運営では難しくなり、2002 年より友渕集落 5 人、高杉集落 1 人、計 6 人の任意組織として








現在のぶどう園は、戦後の農地改革時に総面積約 2ha の入会地を、移住者も含め 37 戸、１戸当た
り 200 ㎡を基本に（兄弟は 2 人分、耕地のない世帯は 1.5 人分）配分した農地である。これを 1980
年代に構造改善事業を導入して畑に整備し、1988 年に放棄地になっていた農地と事業で整備・造成
した農地を借り入れ（地代は 200 ㎡ 1,500 円）、有志 11 戸（現在 9 戸、うち 3 人は高齢化で作業で
きず）により、ぶどうの苗木を植えるところから始まった。 
栽培品種はマスカットベリーA で、11 戸の共同出役で行っている。たとえば、2016 年度の売り上
げは 621 万円、経費が 845 万円で、224 万円の赤字となった。経費のほとんどは人件費で 644 万円
である。ただし、これは構成員への支払い賃金である。 
ぶどうの成長とともに、最盛期の 1994 年～2008 年には 900～1300 万円の売り上げを誇った。
2002 年は 1333 万円を売り上げた。2014 年ごろからは 600 万円前後で推移している。2016 年度で


































ネックス京都三和」が造成され、2002 年 12 月には分譲が開始されたことにより、一定の就職先が確
保できたこと等について、元三和支所長から説明を受けた。12 社が立地し 9 社が操業している。従


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































3.2 2017 年度の「地域経営演習」 
本学は 2016 年 4 月に開学したが、旧成美大学のカリキュラムを基本的に引き継いだ。基礎力演習、
キャリア演習、キャリア探究、専門研究、卒業研究等の演習科目として「実践教育」がなされた。こ
れを 2016 年度中に見直し、2017 年度新カリキュラムは、本学のコアである「地域協働型教育」の理
念をより徹底する形で組み立てられた。 
2017 年度カリキュラムにおいては、地域経営演習（1～2 年次）・地域経営研究（3 年次）・卒業研
究（4 年次）等の演習科目となり、これまで以上に地域との接点を深めるようになった。2019 年度に
は 2017 年度カリキュラムをさらに見直し、2020 年度から新カリキュラムが動き出す。46 
以下では、2017 年度からの新カリキュラムのもとで、筆者らが取り組んだ「地域経営演習」（2017
～2019 年度の 3 年間）を紹介しつつ、本学の「地域協働型教育研究」の具体的姿を明らかにする。
進取の気性あふれる初年次教育としての 1 年次「地域経営演習」を中心に取り扱う。 







                                                   
45 三和町においても、他の市町村と同様に、課題の解決のための数多くの「○○計画」が立てられてきた。筆者
が手にした文書の一部を紹介しておく。『三和町農村環境計画』（2005 年 11 月）、『第二次三和町総合計画』
（2000 年 3 月）、『三和町総合計画』（1995 年 3 月）、『農村活性化土地利用構想』（1996 年 3 月）、『三和町高齢
者保健福祉計画』（1994 年 3 月）、『新しい保育施設整備計画とチルドレンエリア構想』（1994 年 3 月）。 
46 2017 年カリキュラム及びその見直し並びに見直した新カリキュラムの内容については、次が詳しいので参照
されたい。矢口芳生「地域人財の育成と『地域協働型教育』―福知山公立大学を例に」『福知山公立大学研究紀





地域経営演習Ⅰ（前学期）では、第 1～4 回まで学年全体で年間活動の紹介や福知山市及び 3 地域
の現状と課題の座学を行い、これ以降は 2 名の教員で地域担当ごとに演習を行った。筆者担当の三和
町の場合には、学生 23 名、第 5～13 回を隔週で三和町に出向いて見学・講義・討議、第 14 回は前
学期の振り返りを行い、第 15 回は後学期に行う演習のためのグループ分けを行った。三和町現地に




















ループのスケジュールと内容は表 3（2017 年度後学期）のとおりである。 
10 月 12 日の「実態の現地確認：友渕集落において、前回の演習で討議された課題に関する現地確











3.3 2018 年度の「地域経営演習」 
2018 年度は次のような流れで行った。第 1 回は 2017 年度と同様に学年全体でのオリエンテーシ
ョンが行われた。第 2 回以降はクラスごとの演習となった（17 名）。2017 年度と同様に教員 2 名体
制（相方変更）で実施し、学生には演習の現地感想レポートを毎回書いてもらい、それを現地に還元
した（ときに現地からの感想・評価をいただいた）。 
2018 年度は 2 年目となり、三和地域協議会や三和支所との関係がこれまで以上に深まり、演習の
企画や実施に両組織とも積極的に関わっていただいた。2017 年度末に 3 者（三和支所・三和地域協
議会・本学担当教員）で協議し、「三和町全般の状況を知る」演習となることに重点を置いた演習企
画を決定し、通年で 2 名の教員が担当することにした。表 3（2018 年度）のとおりである。 
地域経営演習Ⅰ（前学期）における内容と学生の感想をあげれば次のとおりである。演習の第 1 回
目は、2 憶 5000 年前の地層 P/T 境界の見学や細野峠（古山陰道）踏査を行い、三和町の特徴の一端
を目と体で学ぶことができた。また、三和町に出向くにあたり、福知山駅から三和支所前まで公共交
通機関（バス）を利用し、その不便性（とくに便数）等を実体験した。 

































について 1800 字程度にまとめてもらった。これをもとに 4 グループに分け、報告グループとした。



















3.4 2019 年度「地域経営演習」 
2018 年度と同様に、第 1 回は学年全体でのオリエンテーションが行われ、第 2 回以降はクラスご
との演習となった（19 名）。三和地域協議会・三和支所・本学担当教員の 3 者で前年度末に協議し、
























また、「三和学園」の 7～9 年生（中学生）との交流も行われた。 






































〈2018 年度学生〉の場合は、2017 年度と同様に 1 年間の「自己評価」と「振り返り」を実施した。
そのなかから特徴的な「自己評価」票を示した。それが表 4（C）・（D）である。 









                                                   
47 矢口芳生「地域人財の育成と『地域協働型教育』―福知山公立大学を例に」『福知山公立大学研究紀要』3 巻 1
























































































































































































































































































































2019 年度学生〉の場合も、同様に 1 年間の「自己評価」と「振り返り」を実施した。そのなかか
ら特徴的な「自己評価」票を示したのが表 4（E）・（F）である。 








































































































































































































































































































































次に、同一の学生が 1 年次から 3 年次に至った 3 年間の「演習」等の展開のなかで、学生は何を修




































































                                                   
49 矢口芳生「地域人財の育成と『地域協働型教育』―福知山公立大学を例に」『福知山公立大学研究紀要』3 巻 1

































                                                   
50 「我が国の高等教育の将来像（答申）」（平成 17 年 1 月 28 日中央教育審議会）文部科学省ウェブサイト
〈http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/05013101.htm〉2019.11.18.閲覧。「答申」の











筆者が担当した 1 年次地域経営演習の 2017 年度受講者の学生〈A さん〉が、三和町友渕集落の空














激を与えている。2019 年度の「地域経営演習Ⅰ・Ⅱ」をとおして、三和町に関心をもつ 1 年次生も
出てきて、新たな展開も期待される。 
③ペタンクサークルの設立 
 三和荘となりに国際大会基準のペタンクのコート 32 面が整備されており、三和町ではペタンク
が盛んである。ペタンクはフランス生まれの野球ボールほどの大きさの金属製ボールを使ったスポー
ツである54。 
                                                   
51 たとえば、「公立大学の地域連携事業がスタート」『みわを元気に』（三和地域協議会ニュース）第 14 号, 
2017.7.20; 以下『みわを元気に』（三和地域協議会ニュース）の記事。「三和を素材に地域学習すすむ―福知山公
立大学地域経営演習」第 20 号, 2018.7.19; 「三和中生が公立大生と交流―学校統廃合や新学・学生生活など語
り合う」第 22 号, 2018.12.6; 「公立大生が地域連携授業の成果発表」第 23 号, 2019.1.10; 「三和での学習と地
域の再興を語る―福知山公立大生が住民の皆さんと交流」第 24 号, 2019.3.20. 等。 
52 「友渕に住み始めました！」『みわを元気に』三和地域協議会ニュース, 第 23 号, 2019.1.10. 
53 「福知山公立大生 手書き風デザイン 新ラベルで三和ぶどう PR」『京都新聞』（両丹版）2017 年 11 月 29 日
付; 「ラベル一新 親しみやすく」『両丹日日新聞』2017 年 11 月 27 日付。 








 1 年次生の 2018 年度の「地域経営演習」の際にペタンクサークルの紹介を契機に、2018 年 10






















同年 2 月 2 日には、友渕集落の自治会長・営農組合長、奥田氏、市農林業振興課・三和支所、地域








同年 3 月 6 日、友渕集落において、昭和新田（2 号団地）の農地所有者と権利調整を行うため、奥





地全部を 5 年間無償で借り受け、テラス状の水田を均平にして 1 枚の栗園としたい旨を申し出た。 
前回協議（2 月 2 日）からの 1 カ月の間に、友渕集落では昭和新田の 2 号団地を候補地と決定して
いた。その所有者のなかには丹波篠山市（売却希望）、京丹波町（貸付希望しない）の農地所有者もお
り、権利調整が難しいとも思えた。しかし、3 月 6 日の協議以降、奥田氏自ら足を運び話合い、貸借




約 0.25ha、計 4.5ha のうち、現在整備し 2020 年に栗園にするのが約 1.7ha、2021 年に残りを栗園
に整備する計画である（図 4 参照）。4.5ha のうち貸借契約を結んだのが 3.9ha（所有者 12 名）、未契
約が 0.6ha（所有者 4 名）となっている。 
農地の契約内容は 2018 年 10 月 1 日から 20 年間ということとし、農業委員会をとおして 11 月 30
日に利用権の設定を行った。10a 当たり 1,900 円の賃借料である。実際には、毎年水利費として年間
総額約 8 万円を貸主に支払うことにしているようだ。圃場への投資等は借主が行い、奥田氏によれ
ば、投資額は最終的に約 1,900 万円（補助金は含まず、今後申請予定）の支出になりそうだという。 
 地権者との契約後、奥田氏は自らの資金で、2019 年 5 月に耕作放棄地の水田をブルドーザーで
全面積の半分弱を均平にした。7～8 月には綾部市の畜産農家から調達した堆肥・牛糞を散布し、11
月上旬にはロータリー耕等を行い、栗の苗木を植え付ける準備ができた。 
2020 年 3 月には、岡山県の農園から 600 本以上の苗木を購入して植え付け作業に入る。2020 年 4









⑦食品スーパーの建設（2019 年 7 月） 
「丹波みわ活性化協議会」（以下「協議会」と略記）の要望 100％の実現ではなかったが、これまで








的に直販施設を基本とした計画を立案するために、2011 年 1 月に設立された。これまでに、協議会
は近隣の農産物加工所や道の駅等施設の視察、学習会、農産物直販加工所のアンケート調査、新規農

























この 3 年間実施してきたように（表 3 参照）、1 年間をとおしてのテーマ別研究もひとつの選択で
ある。ただし、筆者の 3 年間の経験からは、前学期をこれにあて（地域理解）、後学期はグループ毎
に研究テーマ・課題を絞った演習にするのも一案である。どちらにしても、発表テーマを決定するこ
                                                   
55 矢口芳生「地域人財の育成と『地域協働型教育』―福知山公立大学を例に」『福知山公立大学研究紀要』第 3






















地域を場とした教育において、地域（住民）・学生・教員の 3 者が影響し合い、あるいは 3 者の関
係性が深まり何かが変化し、新たな活動等につながることが大切である。この点で、定点観測手法の











                                                   
56 矢口芳生『持続可能な社会論』農林統計出版, 2018, pp.259-263; 新川達郎「第 6 章 持続可能な地域実現のた
めのローカル・ガバナンス―京都の事例を巡って」『持続可能な地域実現と大学の役割』（白石克孝・石田徹編）

































                                                   
57 矢口芳生『持続可能な社会論』農林統計出版, 2018, pp.232-233 
58 矢口芳生「地域人財の育成と『地域協働型教育』―福知山公立大学を例に」『福知山公立大学研究紀要』第 3
巻第 1 号, 2019.3, pp.187-245. 









































62 総務、国土交通両省の調査によれば、2019 年 4 月時点で 63,156 総集落数のうち限界集落数は 20,349




















































































































































































                                                   
63 ロバート・D・パットナム（河田潤一訳）『哲学する民主主義―伝統と改革の市民構造』NTT 出版, 2001; 矢
口芳生『共生社会システム論』（「矢口芳生著作集」第 8 巻）農林統計出版, 2013, pp.122-130; 矢口芳生『持続可


































































                                                   
64 1995 年（平成 7 年）に地方分権一括法によって合併特例法の改正が行われ、地方交付税の削減と、合併すれ
ば「合併市町村建設計画」に定めた事業等の経費の 7 割を地方交付税で手当てする等の財政優遇策が盛り込まれ
た。適用されるには 05 年 3 月までに合併申請、06 年 3 月までに合併する必要があり、「アメとムチによる合併
推進策」ともいわれた。2005 年（平成 17 年）には合併新法のもと、引き続き市町村の合併が進められた。2003
〜05 年に合併のピークとなり、1999 年 3 月 31 日 3232 の市町村数は 10 年間で 1727 市町村（2010 年 3 月 31
日）となった。 




たらしたか」『季刊家計経済研究』2010, 冬号, No.85, pp.46-55; 役場の移住・定住政策の中止が人口減少に拍車
をかけるとした、築山秀夫「市町村合併と農山村の変動―長野県旧大岡村を事例として」『年報 村落研究』2013, 






















現に三和町でも、合併前（2004 年度時点）は役場の事務職員が 52 名いたが70、合併（2006 年度）
後は 25 名となり 2013 年度には 15 名、その後毎年 1 名減員、2018 年度には 10 名にまで減少した。
役場関連の職員も相当数いたが事務職員の減員とともに減少していった。 
JA も三和町農協から丹の国農協への合併直前（1997 年）は、60 名（正職員 41 名、臨時職員 19
名）であった。以後職員は徐々に減り 2004 年には 43 名（正職 24 名、臨職 19 名）、丹の国農協の支
店統廃合により 2005 年には 27 名（正職 19 名、臨職 8 名）になった。これ以降、毎年 3～4 名職員
が減り、2019 年には 8 名（正職 6 名、臨職 2 名）にまで減少した。そして、役場や JA の縮小とと
もに、商店等の関連業種も活力を失っていった。 
 こうした状況は三和町に限らず、上記のとおり全国的に指摘できるものである71。2003 年 2 月、
                                                   
67 「信濃毎日新聞」2019 年 11 月 8 日付社説、電子版、信濃毎日新聞ウェブサイト
〈https://www.shinmai.co.jp/news/nagano/20191108/KP191107ETI090004000.php〉2019.12.9.閲覧。 
68 「日本農業新聞」2019 年 11 月 22 日付農政記事、電子版、日本農業新聞ウェブサイト
〈https://www.agrinews.co.jp/p49296.html〉2019.12.9.閲覧。 
69 小泉和重「平成合併後の小規模自治体の人口変化と財政」『自治総研』2019.3, 通巻 485 号, pp.1-21. 
70 「平成 16 年度 事務報告書」三和町 
71 吉原喜三久「平成の大合併における福島県喜多方市の検証―地域の均衡ある発展に向けた課題と未来への展
望」『社会デザイン学会 学会誌』10 巻, 2018, pp.78-88; 大城純男「地域間人工配分による『平成の大合併』の











向に委ねられるべき」だとした。2016 年 12 月、国も「まち・ひと・しごと総合戦略」のなかに「地
域運営組織」の形成を掲げた73。 



















                                                   
72 「町村の訴え―町村自治の確立と地域の総常緑の発揮」（2003 年 2 月）全国町村会ウェブサイト
〈http://www.zck.or.jp/uttae2/uttae2.pdf〉2019.12.9.閲覧。 
73 矢口芳生「『地域経営学』の社会的・学術的背景と到達点」『福知山公立大学研究紀要別冊』1 号, 2018.3, 
pp.5-49. 
74 「町村における地域運営組織」（2017 年 4 月）全国町村会ウェブサイト
〈https://www.zck.or.jp/uploaded/attachment/2873.pdf〉2019.12.17.閲覧。 




77 片山善博「人口減少下の基礎的自治体・広域自治体を展望する」『ガバナンス』通巻 209 号, 2018.9, pp.14-16; 
新川達郎「圏域マネジメントと民主的ガバナンスの課題」『ガバナンス』通巻 209 号, 2018.9, pp.26-28; 榊原秀
訓「地域活性化と自治体戦略 2040 構想」『月刊全労連』263 号, 2019.1, pp.14-21; 今井照「自治体戦略 2040 構

































                                                   
78 SDGs とは、2001 年に策定された 8 ゴール・21 ターゲットからなるミレニアム開発目標（MDGs、2007 年
改定）の後継として、2015 年 9 月の第 70 回国連総会（持続可能な開発サミット）において採択された「持続可
能な開発のための 2030 年アジェンダ」に記載された国際目標のこと。17 ゴール・169 ターゲットからなり、
2016 年から 2030 年までの 15 年間の目標とし、「地球上の誰一人として取り残さない」ことを目指す。日本で
は、2016 年 5 月に内閣に「SDGs 推進本部」が設置され、12 月には「SDGs 実施方針」（日本版 SDGs）を決定




























この 3 つの持続可能性に対応した一例を以下に掲げる。以下の三和町 SDGs は、全国の中山間地域
共通する課題改善・解決の先進的な取り組みとなるであろう。提案の一部は、筆者が提案した与謝野
町 SDGs の一部も含まれる80。 








を確保することをさす（矢口芳生『共生社会システム論』（「矢口芳生著作集」第 8 巻）農林統計出版, 2013, 
pp.65-72; 矢口芳生『持続可能な社会論』農林統計出版, 2018, pp.3-47.）。 




















                                                   



























































































                                                   
82 5G とは第 5 世代移動通信システムのことで、超高速・大容量・低遅延・多接続等の特徴をもつ。モバイル通
信は 1G から 4G まで、段階的に通信速度を速め、主に人と人とのコミュニケーションのツールとして発展して
きた。「ローカル 5G とは何か？」ビジネス＋IT（SB クリエイティブ株式会社）ウェブサイト
〈https://www.sbbit.jp/article/cont1/36946〉; 「5G（第 5 世代移動通信システム）」NTT ドコモウェブサイト



















































































































































































































































































































































                                                   
83 ヤーコン研究会『ヤーコン研究会報』4 巻 1 号, 2001.
〈http://yacon.agr.ibaraki.ac.jp/pdf/yacon_research_04.pdf〉2020.1.12.閲覧。 
84 参考資料として、柿の葉寿しの柿の葉の生産に関する記事を以下に紹介する。近畿農政局『双葉』28 号, 
2014.10; 門有紀・平岡美紀・植木勧嗣・濱崎貞弘「奈良県におけるカキ葉生産及び利用の現状と課題」『奈良県













































































































































































                                                   
85 矢口芳生「食料自給率・自給力からみた基本計画の検証」『食と農の羅針盤のあり方を問う―食料・農業・農
村基本計画に寄せて』（日本農業年報 65 集）農林統計協会, 2019, pp.23-42. 
86 矢口芳生「共生農業システムのモデル構築に向けて―地域資源の総合的な利用と管理」『地域再生の論理と主























表 6 の表側の 8 が、全国的に取り組まれているものの例示である。三和町においては、かつての炭
焼きや山葵・こんにゃく栽培があり、神社仏閣とそれに関連した祭りがある。もはや自然に溶け込ん
できたこれらを現代に受け入れられる内容にしつつ、その担い手を育成していくことが求められてい
る。これまでに実施した「初夏のぶらりハイキング」、「三和の歴史探訪ハイキング」、「経が端城址」
等、自然と一体となった文化・文化特性の保全のためのこまめな企画と取り組みが大切であろう。何
よりも地域の担い手の育成が、農村の景観や文化を守ることになる。 
細野峠を抜けると小さな宿場（菟原中）、また宿場の近隣には、細野峠にあったお堂の仏像を祀る
金
きん
昌 山
しょうざん
龍源寺
りゅうげんじ
（百体観音堂）がある。さらに足を進めると、旧山陰道の面影を残した瓦屋根の街並
みが広がる。かつては菟原村の中心地だったこの街並みには、見事な門冠りの松が何本も目に入る。
また、かつては丹波栗の一大産地であった川合地区には、朽ちた栗の巨木がみられるが、新たな担い
手が新たな農業に挑戦しようとしている。細見地区の千束には、新農村建設の開拓記念碑が今でも誇
らしげにそびえている。先人たちが造りあげてきた文化資源を後世に伝えるために、三和町全体で歴
史を刻んだ三和の郷を再確認するとともに、資源を有する地区を中心に取り組むことである。 
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